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カー，ゴルフ，テニス，ダーツ，スヌーカー（ビリヤード）の順で好まれ，実行されている。ダー
ツとスヌーカーはテレビの影響もあり，それの愛好者は増加しているが，その傾向は英国の伝統で
ある冬期の野外のスポーツ（サッカー，ラグビーなど）から青少年を遠ざけてゆくことになる。冬
期の活発な身体活動であり，深く教育的ルーツを持つ，これらのラグビーやサッカーからの，青少
年の退行，室内でダーツやスヌーカーに興じる青少年の増加という現象は，英国のスポーツ行政に
かかわる者のみならず，教育，特に体育・スポーツ関係者らが深刻に受けとめなけれぽならない事
態である。それらと同様な問題は，スケートボーディソグ，ウインドサーフィンなどの愛好者の増
加という傾向の中にも見うけられる。さらに女牲のスポーツ参加の傾向も，エアロヴィクスダンス
などに見うけられるように，「流行」に敏感な傾向が見てとれる。こうした諸問題を整理し，新た
な「10力年計画」を設定したスポーツカウンシルは，国民総スポーツ運動の，新たな「原動力」を
捜し出そうとするのである。その運動には，より一層の科学的分析と，今までの運動の再評価が必
要となる。
（2）英国の国民スポーツ政策の総括と展望
　①「国民スポーツ」政策・運動における目的・目標の変遷
　国民スポーツを促進する運動は，Sport　for　All　Movementと呼ぽれ，政府一スポーツカウン
シルー地方自治体一地方教育委員会を主軸とし，さらに非政府機構の支援を得て，英国全体の運動
として展開された。これらの国民スポーツのための運動は，様々な方法・手段を用いて国民に周知
到底するよう繰り拡げられた。スポーツ大臣の声明，政府の白書，通達や法的文書，スポーツカウ
ンシルの年次報告書，キャンペーン用の文書，新聞発表など種々の手段が用いられ，国民を啓蒙し，
実際にスポーツ活動へと向かわしめようとする。こうした動きの中で，国民総スポーツに関する目
的・目標をどのように設定し，その運動の中で変化をしていったのかを概括してみることは，「国
民スポーツ」政策の中心や力点の変化を知り，さらに未来に向けてのあるべき姿を導き出すうえで
欠くべからざることであろうと考えられる。
　＜国民スポーツの主要な目的について＞
1．　スポーツ参加の増加とスポーツ行動の質的向上について
　1965一スポーツ参加の機会均等
　　　　　スポーッ知識の増加
　1971一住居，健康，教育と同様な社会サービスとしてのスポーツ
2．　スポーツの社会における有効性に関して
　1965一道徳水準の維持
　1965一多様な階級に対する貢献
　1965一社会福祉
　1971一社会概念としてのスポーツの促進
　1977一社会の結合
一35一
112
3．　スポーツの心理的有効性に関して
　1971一社会広範なレジャーにおける楽しみとしてのスポーツ
　1971一スポーツ参加と，参加に関する動機づけの，選好度の社会的風潮の変化
　1974一パーソナリティの高揚
4．　スポーツの生理的有効性に関して
　1977一フィットネスと健康
5．生活の質の向上一1974
　〈国民スポーツにおける主要な目標について＞
1．　スポーツ非参加者の“ターゲットグループ”の策定と，スポーツ参加の促進について
　1972一ター・eゲットグループの設定によってスポーツ非参加者を識別する。
　1960一ギャップ（学校卒業生のスポーツ）からの離脱
　1974一学校卒業生のスポーツ参加
　1972一観衆（スポーツ参加予備軍としての）
　1972一スポーツからの“ドロップ・アウト”
　1974一障害者のスポーツ
　　　　　低収入家族のスポーツ
　1974－50歳過ぎの退職者のスポーツ
　1974一母と子のスポーツ
　1974一失業青年のスポーツ
2．　スポーツ施設の使用と供給について
　1971一自然資源を最高に活用する
　1971一スポーツ施設の供給
　1972一スポーツ施設のより一層の使用
　1972一現存しているスポーツ施設のより集中的使用
　1972一現代科学技術を駆使したスポーツ施設
3．　スポーツの社会的有効性について
　1974一都市のフラストレーションと倦怠からの解放
　1965一非行と蛮行の緩和
　1974一スポーツを必要とする“特別地域”の設定
　1974一民族的ギャップの橋わたしとしてのスポーツ
　1982一社会不安との闘い
4．　国民スポーツへの援助
　1971一補助基金と貸付金の設定
　1971一助言
　1972一スポーツ競技団体の（コーチ，指導者等の）雇用の促進
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　1974一心臓病の緩和
以上のように，年を経るごとに，その「運動」の経験と反省の中から℃port　for　All”の目的・
目標の力点の中心点は変化するのである。がしかし，国民にスポーツを提供しなければならないと
する「確信」は不動のものである。
　②「国民スポーツ」政策の今後の課題
　くスポーツ参加の問題について＞
　1964年，助言的組織としてのctSport　Council”の設立を決定して以来，国民のスポーツ参加の
課題は，この国民スポーツ（Sport　for　All）にとって中心的課題の一つである。1965年から今日
までの国民スポーツ政策の展開によって，スポーツ参加者の総数は確実に増加している。しかし，
様々な調査によっても明らかなように，性差，年齢差，教育程度，民族別，夫婦間，社会経済的差
異による，スポーツ参加の頻度などの差異は，1965年以来，根本的には変動していない。この差異
を是正，縮小することは，今後の国民スポーツ政策の重要な課題である。
　他方，スポーツ参加の量的拡大が質的向上に転位するであろうと考えられた，「スポーツ」の質
的向上の問題は，着実に成果を上げてきている。1965年以来，熱心に作り出された室内体育館，水
泳場，スケートリンクなどを使用した，競技スポーツ選手の活躍は，近年，目を見張るものがある，
1984年の冬期五輪のアイスダンスで優勝した，ジェーン・トービル（Jayne　Torvil1）とクリスト
ファー・ディーン（Christopher　Dean）のカップルは，これらのアイススケートリンクの産んだ
選手であり，1988年のソウル五輪の100m平泳ぎで優勝したアドリアン・ムーア・・ウス（Adrian，
Moorhouse）は，国民スポーツ政策によって大量に作られた水泳場の申し子でもある。このスポ
ーツマンの量的拡大が，スポーツ文化の質的向上に繋がるという政策は，東ドイツの現状を見ても
明白である。安価で入場出来て，手近な所に存在する，プールやスケート場の更なる建設こそが，
スポーツパフォーマンスの質的向上と密接に関連しているという確信は，今後の政策にも受け継が
れるであろう。
　＜社会政策としてのスポーツ＞
　1976年のヨー一・Pッパスポーツフォーオール憲章（European　Charter　on　Sport　for　All）や，
UNESCOの体育スポーツ国際憲章（lnternational　Charter　of　Physical　Education　and　Sport）
においても，スポーツはすべての人間の「権利」であると宣言している。そしてそれらの憲章は，
それを実現させるための，「政府」「地方自治体」の責任についても記している。それは，住居にっ
いて，健康について，教育についてと同様である。住居・健康・教育については法的に立法化され，
国民は実定法上の担保を保持している。がしかし，スポーツについてのその事態は全く異なってい
るのが現状である。（スコットランドと北アイルランドを含む）予算措置なども非基幹部門に入れ
られ，経済の動向で左右されてきた。教育や健康についての，それとは全く状況が異なっている。
スポーツを，本当に人間の権利と認知するならぽ，今後は，教育・健康などのように，予算も基幹
部門に繰り入れて，着実に増加する予算措置を，受けられるようにしなけれぽならない。
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　〈スポーツの社会的効果について〉
　スポーツとモラルについては，英国では古くから良き伝統を保持しつづけ，スポーツが自由時間
を用いて行なう「文化」としての意義を明確にしていた。しかし，マスコミ，TVなどの影響で，
競技スポーツの分野に過度な勝利至上主義が浸透してきて，「国民スポーツ」の分野にも大きな影
響を与えていて，社会問題にもなりつつある。本来，スポーツは，時間と空間をr共有』する文化
であるが故に，それらを共有する他者と自己の関係についてや，プレイヤー同士の共同規範につい
ては，謙虚に，しかも頑固に考えるという風習が，英国には存在した。スポーツの世界における
rFair　Play」は，それを支える最低限の価値基準一道徳であるとされている。こうした英国スポ
ーツのもつ「文化遺産」を，喰いつぶす過度な勝利至上主義の問題は，深刻である。より多くの人
々を参加させようとする，「国民スポーツ」（Sport　for　All）の運動が広まれぽ広まるほど，正式
な審判などなくして「ゲーム」を楽しむという機会が増大する。こうした事態の中で，スポーツ参
加者相互が，より豊かで楽しい時間を過ごすことが出来るよう，お互いが気を使いあうという「エ
チヶット」が必要となる。このことを抜きにしては，スポーツが自由時間を費消するのにふさわし
い「文化」として存在しなくなる。　，
　スポーツの社会的効果のもう．一つの側面として「r社会福祉』としてのスポーツ」がある。この
課題は，1930年代からの古い課題であると同時に，ユネスコの体育・スポーツ国際憲章にも示され
ている今日的課題でもある。1930年当時，「労働力の保全」という視点から繰り広げられた身体的
レクリエーション政策に端を発している，この「社会福祉」としてのスポーツという考え方は，今
日では大きく変化している。人間の労働力の摩滅を防ぐためのスポーツ・レクリエーションという
認識から，ユネスコの体育スポーツ国際憲章などに見られるr人間の権利』としてのスポーツ・レ
クリエーションという認識に変化している。こうした人権意識に対応する，「r社会福祉』としての
スポーツとは何か？」を構築する必要性が今日的課題として存在する。
　〈スポーツの心理的効果〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　自由時間の増加という社会現象は，今日の社会では，ますます顕著に見うけられる傾向である。
ましてや，年金制度の充実などによって，定年退職の早まっている英国においては，この定年退職
者にとっては，365日の自由時間を如何に費消するのかは，重大な問題である。こうした社会の動
向に対応する形で，「自由時間」の費消・編成の問題が，重要な課題としてクローズアップされて
いる。自由時間の編成における選択肢の多寡は，その人の生活の質を反映すると言われている。英
国における自由時間をめぐる「文化」政策は，さまざまに展開されているが，特に「スポーツ」に
関わる政策が重視されている。1965年スポーツカウンシル設立以来，連綿として行なわれている
「スポーツ行政」の効果の中で，英国人の自由時間の費消方法として，野外におけるレジャー（ス
ポーツを含む）が急速に伸びており，室内におけるTV見物などを凌駕している。1961年～1975
年の調査では，英国の自由時間における活動は，より活発なレジャーに転換していると報告してい
る91）。こうした活発な身体活動がもたらす精神的解放・解禁の効果は，高度に発達したストレスの
大きい社会においては，非常に重要である。国民スポーツの進展は，この心理的諸現象においても，
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より重要な課題である。
　〈スポーッ参加の動機づけ〉
　国民スポーツを促進させるための要件として，豊富な施設，経験のある指導者などの条件の他に，
国民自身をスポーツ参加に向かわしめる「動機づけ」がより重要である。歴史的にみても，労働力
再生産のためとか，兵役準備のため，という外的強制とも言える状況の中での，スポーツ・レクリ
エーションは，決して国民スポーツの本流とはなり得なかった。さらに1960年以降の，「国民総ス
ポーツ」の運動の中でも確認されたのであるが，自由時間の編成の中に「スポーツ」「レクリエー
ション」を定着させるということは，決して，国民にスポーツを強制するものではないという事，
このことは，国民総スポーツ運動にとって重要なことである。肝要なことは，政府・自治体・その
他の団体によって，スポーツが，いつでも，どこでも出来うる条件を整備しておいて，国民自らの
意志で，スポーツ参加に向かわしめることである。国民にスポーツ参加の動機を与え，スポーツへ
と誘導する，このことが，国民スポーツの進展にとって大きなキーポイントになってくる。
　英国における，スポーツ参加の動機づけについては，種々のスローガン，キャンペーン，出版，
講演などを通して，国民にスポ1ツの意義と役割を周知徹底しようとしてきたことは，前述の通り
である。しかし，1977年～1981年における各種調査の中では，国民のスポーツ参加が，決して充分
ではないことが判明した。そして「来たるべき10年に向けて」というスポーツカウンシルの運動の
中では，この「動機づけ」の問題をより一層，重視するのである。その第一一のターゲットは「マス
コミ」である。マスコミの「国民スポーツ」に関する報道姿勢は，その量と質において決して良好
でなく，それ故国民の「国民スポーツ」への感心は強くならなかった。マスコミによる，国民スポ
ーツ振興にかかわる諸情報の提供は，今後の重要な課題として残存している。　　　　　　．
　また，スポーツ参加への動機として，スポーツに係わった際の，経験・想いで一楽しかったのか
楽しくなかったのか一は非常に重要な要素となってくる。ヨーロッパ・スポーツ・フォー・オール
（Europe　Sport　for　All）憲章では，スポーツの概念を，競技スポーツのみならず，ダンスや芸術
創作活動，非競技的身体運動までをも含めている。このことは，厳しく勝敗を競うスポーツを経験
することにより，このような競技スポーツを忌避する人々を，スポーツの世界から遠ざけずに包括
するために，「スポーツ」概念を拡大し，広範な身体活動に誘おうとすることでもある。そして，
スポーッカウンシルは，広く国民スポーツ活動に参加せしめる方法として，非競技的身体活動（散
歩，ダンス，joggingなど）を，国民に推奨するのである。そして，これらのスポーツ参加の態度
形成に，深く関係する，マスメディア，学校教育などにも協力を依頼するのである。
　さらに，国民にとって，スポーツ参加の大きな動機になることは，自己の身体に対する慈愛の情
である。この感情を助長することによっても，国民のスポーツ参加への道を切り開こうとする。こ
のように「国民」のスポーツ参加への動機づけは，多種多様に存在するこ、とを認識し，それに対応
する策を施してゆく。しかし，これらの方策も，充分な機能を果たしているとは言い難く，今後の
「研究」が待たれている。
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　〈人格の高揚と国民スポーツ〉
　どのような人間の行為も，その人の人格に影響を与えるが，特に，スポーツはその機能が大であ
る。「グラウンドにおける，その人の行為は，その人間のr人格』を反映する。」と言われるように，
スポーツ場面における行為は，重要な意味を持つ。しかし，一方では，1984年の調査では，スポー
ツによる人格形成といった厳密な考え方ではなく，スポーツの楽しさは“遊び”にあると考える人
も多くなってきた。この“遊び”による自己解放，自己実現という機能こそ，人間の性格形成・高
揚にとって，より重要であると，スポーッカウンシルは認識し，その機能を円滑に促進させるため，
様々な配慮をする。例えば，競技的スポーツより，非競技的スポーツの推奨，競技的スポーツにお
いては，「勝敗」よりも「克己」に，その中心課題を置くというように。こうした思考過程を抜き
にして，ただ単に，スポーツの拡大定着をしても，社会的意味がないということを，国民スポーツ
政策を推進する当事者達は一当事者のみならず「国民」自身も一熟知しているのである。
　＜国民スポーツと健康・フィットネス＞
　1977年，スポーツカウンシルと厚生省の依頼によって，フェンテム教授（Prof．　P．　H．　Fentem）
とバッセイ博士（Dr．　E．　J．　Bassey）は，「身体運動の実例」（Case　of　Exercise）を発表した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀この報告書は，日常の身体運動が，人間に対して，身体的にも精神的にも素晴らしい効果を持たら
すこと，とくに老人の慢性的健康疾患に対して，その効果が著しいことを強調し，この国民総スポ
ーツ運動の意義を，生理学的根拠をもって論述した。こうしたことによって，身体運動から遠ざか
っていた人々を，スポーツ活動に呼び戻すことが出来るようになった。しかし，こういった生理学
的根拠を主張することによって，国民にスポーツ参加の意義を説くということにも，限度はあった。
各個人の「至適運動量」とか，それらの人々に必要な「身体運動の種類」とかを，正確に提起する
ことは困難であったからである。各個人の実状に見あった「身体運動」のメニューを作成し，提示
することはrSport　for　All」をrlnjury　for　A11」にしないためにも，欠くことの出来ない作業
である。このスポーツと，健康・フィットネスという課題にとって，この生理学的知見に基づいた，
各個人の至適運動量及び種目の設定という作業は，こうした「国民総スポーツ運動」にとって「生
命線」とも言える課題である。
　〈国民スポーツの真の実現にむけて一残された課題一＞
　1935年以来の連綿とした，不断の「国民スポーツ政策」にもかかわらず，1982年，スポーツカウ
ンシルは「rSport　for　All』は未だ達成せず！」と宣言をせずにはいられなかった。その後「十力
年計画」を策定し，さらに真の国民スポーツの実現を目指して，様々な運動が展開され，中心的課
題は前述された通りであるが，残された細かい「国民スポーツ」政策の目標には次のような諸課題
が依然として存在する。
〔1〕　スポーツ非参加の，ターゲットグループの作成一非参加者の抽出，学校卒業者，青年層へ
　　の働きかけ
1．　スポーツ観衆をスポーツ実践老へ
2．“ドロップアウト”した人々をスポーツの世界へ
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〔3〕
??
??
??
　ツを一
4．　スポーツによって異民族間の問題の融和
〔4〕　スポーツと財政
1．　私企業（スポーツ関係の）との協力と商業資本からの投資
2．　「草の根」のスポーツにスポンサーからの金を
〔5〕政府・ボランタリーグループの更なる「国民スポー・ツ」運動の展開
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3．障害者スポーツの更なる徹底
4．低所得老層の，スポーツ参加の可能性の創造
5．　50歳以上，停年退職者の人々のスポーツ参加
6．　母と子供のスポーツへの同時参加
7．失業青年にスポーツを　一労働力の維持一
〔2〕　スポーツ施設の供給と，施設の至適利用
1．　自然資源の最大限の利用
2．　スポーツ施設の更なる建設
3．　学校体育施設の利用
4．　スポーツ施設の集中的使用
5．　スポーツ施設の建築設計に，現代科学の力を
　　　スポーツと社会をめぐる課題
　　都布のフラストレーションと，倦怠からの解放
　　非行とパソダリズムの緩和
　　スポーツが特に必要とされている地域へのスポーツの普及一社会的不満の多い地域にスポー
?????
　これらの諸課題が，
ということが出来よう。
援助金と貸与金の増額
スポーツ情報の提供
スポーツ競技団体の職員・コーチ・指導者などの採用
「心臓病」の減少にむけてスポーツを
「研究」活動の促進
　　　　　　　　もれなく達成された時にこそ，「国民スポーツ」が真に英国社会に定着した
?
語
　近代スポーツは，ふんだんな自由時間と，巨万の富を手にした，英国上流階級の私的な「遊び」
（Pastime）として発生した。この私的な遊び＝スポーツが，個人的な趣味・選好による行為であ
る故に，それらのスポーツに係る「時間」「場所」「施設」については，それに関与するものが相応
の負担をするという「受益者負担」という考え方は，至極当然のことであった。しかし，時代の経
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過の中で，とくに近代産業革命がもたらした「人間」への被害が増加したことに起因して，人間の
「身体の健康」という問題は，看過出来ない社会問題となっていった。何故なら，「資本家」及び
為政老にとっては，労働力の再生産・保全は，社会の重要事であり，資本主i義社会に不可欠の要件
であるからである。この人間の，身体の健康を守ること，すなわち労働力の摩滅を防ぎ，労働力を
再生産するために，何らかの措置が必要となってきた。「社会政策」がここに発生するのである。
この「社会政策」においては，労働者の身体は，ただ単に「私的」な問題としてではなく，社会総
体の問題とし認識されて始める。社会発展＝生産性の向上の問題にとって，労働者の健康の問題は，
不可欠の問題であるという認識である。さらに，労働組合運動，チャーチスト運動，フェビアン社
会主義者達の運動などの影響によって，健康の問題は，個人の生存にかかわる人権の問題であると
意識する人々達が多く存在した。これら両方の側から，立場と思考方法は根本的に違うのではある
が，人間の身体・健康に関心を持つに到った。1935年のC．C．　R．　P．　T．の創設，1937年のP．　T．　R．
Actの制定などの根底には，そうした両者の妥協が存在をしていた。ただ旧来のような，レクリエ
ーションやスポーツが，私的な個人的な楽しみであるから，その益をうける者が，その経費を負担
しなければならないという考え方からは，一歩前進した。住居や教育や医療などと同様に，社会の
秩序の維持，社会的生産の維持のために，必要な政策＝社会福祉政策の一環として，スポーツ・レ
クリエーションが考えられるようになってきたのである。しかし，その後のスポーツ・レクリエー
ションに対する政策は，「兵役準備」のためのフィットネス運動に見られるが如く，個人の尊重と
いう立場からではなく，社会的要求として「上」からの政策として，国民へのスポーツ政策が展開
された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　T
　しかし，他方では，世界にさきがけて産業革命を達成した英国では，社会的富の蓄積が豊富であ
り，それらを「社会資本」として投下し，道路整備，緑地の確保，自然環境の保全などが活発に行
なわれた。と同時に，人間の文化生活に必要な，音楽ホール，美術館，博物館などの建設も活発に
行なわれ，さらにスポーツ・レクリエーションに関する，競技場・グラウンドなど野外の身体運動
のための施設を，建設していった。こうした「環境」の整備は，国民の自発的なスポーツ活動参加
を，呼びおこす外因になっていった。第二次大戦後，生活が安定する中で，獲得した自由時間を，
如何に費消するかということを思案する時に，恵まれた自然環境や，スポーツ教育の伝統の影響の
中から，その自由時間を用いて，スポーツやレクリエーション活動を欲する（企画する）人々が多
くなってきた。いわぽ「文化」活動の一つとしてスポーツを位置づける人々が存在するようになっ
たのである。これは，近代スポーツが発生し始めた時に，そのスポーツ活動に携わった人々とは，
階層も違えば，量的にも問題にならない程，多くの国民の人々の中に，スポーツが定着し始めたの
であった。こうした事態に対応して「ウォルフェンデンレポート」が提出されたのである。単に労
働力の維持・再生産という認識ではなく，広く人間の「文化」の一部として，「スポーツ」「レクリ
エーション」が，位置づけられたのである。故に，国家の責任として「スポーツ」を振興させてゆ
かねばならないという認識が，為政者の側にも，国民の側にも芽生えて来たのである。この思潮は，
英国のみならず，西独の「ゴールデンプラン」などにも散見出来るものである。
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　このように，「スポーツ」と「社会」の関係は，変化・発展してくるのであるが，英国にとって，
最も大きな契機となるのは何といっても，ウォルフェンデンレポートの思想のエッセンスでもあっ
た「スポーツカウンシル」の設立である。スポーツを，ただ単に，個人の問題に帰さないで，常に
社会との係わりの中で考え，この複雑で，さまざまな疎外状況の存在する・「社会」の中における，
「スポーツ」の，意義と役割を深く探り出し，「政策」として展開してゆこうとする，「スポーツカ
ウンシル」は，まさに「現代スポーツ」＝「すべての国民のためのスポーツ」を提案するにふさわ
しい組織であった。
　しかし，その政策展開は，決して容易ではなく，平板な道でなかった。スポーツカウンシルは，
1971年に財政的裏づけを持った組織に変化し，ヨーロッパ・スポーツ・フォー・オール憲章などに
影響されて，国民総スポーツの思潮を具現化するための「国民スポーツ」（Sport　for　All）のキャ
ンペーンなどを展開するが，ウォルフェンデンレポートなどで指摘されたくThe　Gap”などの課
題を，解決することが出来なかった。その問題の根底に，圧倒的な「施設」不足が存在することを
認識したスポーツカウンシルは，予算の獲得・施設の建設に，勤むのである。そうした真摯な姿勢
の中で，他方，政策の科学的裏づけを見い出すために「研究」体制を強化していった。現代社会の
病巣と「スポーツ」の関係について，研究をすすめ，「現代社会」と「スポーツ」の基本的関係を，
明らかにしてゆくのである。労働の生産性の飛躍的向上に伴い，生態系が変化したとまで言われる
ような事態一運動不足による諸疾患一の出現（成人病）に対応する「スポーツ」の役割とか，都市
の倦怠とフラストレーションに対応する「スポーツ」の役割などの研究を持続していった。こうし
た作業の中で，スポーッカウンシルを中心とする，国民スポーツ政策を展開する，・政府一自治体な
どは，「スポーツ」を「人間」の欲求（want）ではなく，社会に必要不可欠なもの（need）として
考えねばならないことに気がつき始めた。ここに到って，近代スポーツの持つ，「私的」な遊びと
いう概念ではなく，現代スポーツの概念とも言うべき，国民すべてのために必要不可欠な「スポー
ツ」という概念が構築される。もとより，スポーツは「健康」と密接な関係を持つので，この現代
スポーツで言う「スポーツ」は，従来のゲームスポーツのみならず，健康のための軽度の身体運動
である散歩，魚つり，非競技的身体活動joggingダンスなどを含めた広義での「スポーツ」とい
う概念を用いている。このneedという考え方には，単に健康という課題ぽか』りではなく，「文化」
としての「スポーツ」を享受する権利を認知したうえで｛tNeed”という概念を形成しているのであ
る。1978年にユネスコによって発布された「体育・スポーツ国際憲章」は，英国のこうした一連の
「国民スポーツ政策」の理念と方策を明文化したといっても過言ではあるまい。現代の高度に発達
した社会において「スポーツ」が果たす，意義と役割は多岐に亘るが，何よりも「国民」すべてに
とって不可欠であるという主張の根源には，「Fit　for　Life」とrSport　for　Fun」92’の二つの要
素が存在する。
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